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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対向配置される他のコイルユニットと非接触で電力伝送可能なコイルユニットであって
、
　軟磁性体を含んで形成された平板状のコアと、
　金属を含んで形成され、前記コアを支持する支持部材と、
　前記コア及び支持部材の周りに巻き回されたコイルと、
　を備え、
　前記支持部材は、前記コアの一方の面側に配置されている
　ことを特徴とするコイルユニット。
【請求項２】
　前記軟磁性体はフェライトであることを特徴とする請求項１に記載のコイルユニット。
【請求項３】
　前記支持部材は前記コアと接触していることを特徴とする請求項１又は２に記載のコイ
ルユニット。
【請求項４】
　当該コイルユニットは、前記一方の面側に、当該コイルユニットの動作時に発生する電
磁波を遮断する遮蔽板を更に備え、
　前記支持部材は、前記遮蔽板に接続されている
　ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか一項に記載のコイルユニット。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば対象物に非接触で給電を行う非接触給電装置等に搭載されるコイルユ
ニットの技術分野に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種のコイルユニットとして、例えば方形のフェライトコアの周りに導線が巻回され
たコイルユニット（所謂角型コイル）が提案されている（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－１７２０８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、例えば電気自動車等に搭載されたバッテリを非接触給電により充電するよう
な非接触給電装置等に搭載されるコイルユニットは比較的大型になる。他方で、コイルユ
ニットのコアの材料として利用されることが多いフェライトでは、大型のコアを製造する
ことが困難である。加えて、フェライトコアは、衝撃に比較的弱く割れやすい。
【０００５】
　このため、複数のフェライトコアを相互に貼り合わせることにより大型のコアが製造さ
れることが多い。そして、フェライトコアの形状の維持及び保護の観点から、フェライト
コアが、樹脂製のボビンケース内に格納されることが多い。該樹脂製のボビンケースは、
実用的な機械的強度を得るために、比較的樹脂層の厚さは比較的厚い。
【０００６】
　このような、樹脂製のボビンケース内に格納されたフェライトコアを有するコイルユニ
ットは、該コイルユニットを備える装置の動作時にフェライトコアの熱を効率的に放熱す
ることが困難であるという技術的問題点がある。
【０００７】
　本発明は、例えば上記問題点に鑑みてなされたものであり、機械的強度を高めつつ、効
率的に放熱することができるコイルユニットを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明のコイルユニットは、上記課題を解決するために、対向配置される他のコイルユ
ニットと非接触で電力伝送可能なコイルユニットであって、軟磁性体を含んで形成された
平板状のコアと、金属を含んで形成され、前記コアを支持する支持部材と、前記コア及び
支持部材の周りに巻き回されたコイルと、を備え、前記支持部材は、前記コアの一方の面
側に配置されている。
【０００９】
　本発明の作用及び他の利得は次に説明する実施するための形態から明らかにされる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施例に係るコイルユニットの構成を示す図である。
【図２】実施例に係るコイルユニットが非接触の電力伝送に用いられる場合の配置を示す
図である。
【図３】実施例に係るコイルユニットの周囲の磁束の一例を示す図である。
【図４】シミュレーション結果の一例である。
【図５】実施例に係るコイルユニットの製品としての構成の一例を示す図である。
【図６】比較例に係るコイルユニットの構成を示す図である。
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【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明のコイルユニットに係る実施形態について説明する。
【００１２】
　実施形態に係るコイルユニットは、当該コイルユニットと対向配置される他のコイルユ
ニットと非接触で電力伝送可能に構成されている。ここで、当該コイルユニットは、非接
触で電力伝送が可能であればよく、「送電側」及び「受電側」のいずれ側であってもよい
。つまり、当該コイルユニットは、他のコイルユニットに対して電力を送電するためのコ
イルユニットであってもよいし、他のコイルユニットからの電力を受電するためのコイル
ユニットであってもよい。
【００１３】
　当該コイルユニットは、コア、支持部材及びコイルを備えて構成されている。
【００１４】
　コアは、例えばフェライト等の軟磁性体を含んで形成されている。該コアは、平板状で
ある。尚、コアは、一枚板でなくてよく、軟磁性体を含んで形成された複数の板状部材が
組み合わされることにより構成されていてよい。
【００１５】
　支持部材は、金属を含んで形成されている。本実施形態では特に、支持部材は、平板状
のコアの一方の面側に配置されている。尚、金属としては、例えばアルミニウム、銅等の
電気抵抗率の低いものが望ましい。本実施形態では、典型的には、支持部材とコアとが、
例えば接着剤や両面テープ等により相互に貼り合わされている。支持部材とコアとの間に
、他の部材が介在していてもよい。
【００１６】
　コイルは、コア及び支持部材の周りに導線が巻き回されることにより形成される。つま
り、本実施形態に係るコイルユニットは、所謂角型コイルである。このように構成すれば
、所謂円盤型コイルに比べて、本実施形態に係るコイルユニットと、当該コイルユニット
に対向して配置されるコイルユニットとの間の位置ずれを許容することができる。
【００１７】
　本願発明者の研究によれば、以下の事項が判明している。即ち、例えば電気自動車等に
搭載されたバッテリを充電するために、非接触で電力伝送可能に構成された装置では、コ
イルユニットに、１００ｋＨｚ程度の高周波電力が供給される。コイルユニットのコアと
して使用可能な磁性体に、機械的強度の比較的高いアモルファス磁性合金がある。しかし
ながら、アモルファス磁性合金は、１００ｋＨｚ程度の高周波電力を用いる装置では十分
な性能を得ることが難しい。他方で、フェライト等の軟磁性体は、１００ｋＨｚ程度の高
周波電力を用いる装置におけるコイルユニットのコアとして適切であるが、機械的強度が
比較的低いので、大型化が困難である。フェライト等の軟磁性体により形成されているコ
アの機械的強度を補うために、該コアが樹脂製のボビンケース内に格納されることが多い
。
【００１８】
　ところで、コイルユニットを備える装置の動作時には、コアが発熱する。樹脂製のボビ
ンケースにコアが格納されている場合、コアの熱を効率的に放熱することは困難である。
樹脂製のボビンケースに代えて、熱伝導率の比較的良い金属を用いた場合、該金属がコイ
ルユニット周囲の磁界に影響を及ぼしてしまう。
【００１９】
　そこで本実施形態では、平板状のコアの一方の面側にのみ、金属を含んで形成された支
持部材を配置している。このように構成すれば、支持部材が、コアの一方の面とは反対側
の他方の面側の磁界に与える影響を抑制することができる。加えて、支持部材が金属であ
るのでコアの熱を効率的に放熱することができる。更に、樹脂を用いるよりも支持部材の
厚さを抑えることができるので、当該コイルユニットの薄型化を図ることができる。
【００２０】
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　このように、本実施形態に係るコイルユニットによれば、機械的強度を高めつつ、効率
的に放熱することができる。尚、コアと支持部材とを貼り合わせる接着剤又は両面テープ
には、熱伝導の比較的良いシリコン系の接着剤又は両面テープが用いられることが望まし
い。
【００２１】
　実施形態に係るコイルユニットの一態様では、前記軟磁性体はフェライトである。
【００２２】
　このように構成すれば、当該コイルユニットを搭載する非接触電力伝送装置の電力伝送
効率の低下を防止することができる、或いは、電力伝送効率の向上を図ることができる。
【００２３】
　実施形態に係るコイルユニットの他の態様では、前記支持部材は前記コアと接触してい
る。
【００２４】
　このように構成すれば、コアの熱を効率的に放熱することができ、実用上非常に有利で
ある。
【００２５】
　実施形態に係るコイルユニットの他の態様では、当該コイルユニットは、前記一方の面
側に、当該コイルユニットの動作時に発生する電磁波を遮断する遮蔽板を更に備え、前記
支持部材は、前記遮蔽板に接続されている。
【００２６】
　このように構成すれば、当該コイルユニットを備える装置の動作時に、コイルユニット
周辺への電磁波の影響を抑制することができ、実用上非常に有利である。
【実施例】
【００２７】
　本発明のコイルユニットに係る実施例を、図面に基づいて説明する。尚、以下の図では
、部材を認識し易いように、部材ごとに縮尺を変更している。
【００２８】
　先ず、実施例に係るコイルユニットの構成について、図１を参照して説明する。図１は
、実施例に係るコイルユニットの構成を示す図である。尚、図１には、コイルユニットの
上方から平面的に見た平面図と、該コイルユニットの側面図とが記載されている。
【００２９】
　図１において、コイルユニット１００は、コイル１０、コア２０、支持部材３０及び遮
蔽板４０を備えて構成されている。
【００３０】
　コア２０は、例えばフェライト等の軟磁性体を含んで構成されている。尚、当該コイル
ユニット１００が、例えば電気自動車等の車両に搭載されたバッテリの充電のための非接
触の電力伝送装置に搭載される場合、当該コイルユニット１００の大きさが比較的大きく
なるので、コア２０は、例えば、複数のフェライトの板状部材が相互に組み合わされるこ
とで（具体的には例えば、接着剤で貼り合わされることで）構成されてもよい。
【００３１】
　支持部材３０は、例えばアルミニウムや銅等の、電気抵抗率が比較的低く、且つ熱伝導
率の比較的高い金属を含んで構成されている。支持部材３０は、例えば接着剤や両面テー
プ等により、コア２０の一方の面に貼りつけられている。尚、接着剤や両面テープは、熱
伝導の比較的良いシリコン系のものが望ましい。
【００３２】
　コイル１０は、コア２０及び支持部材３０の巻き回された導線により構成されている。
当該コイルユニット１００のような所謂角型コイルは、非接触の電力伝送時に、当該コイ
ルユニット１００と対向配置される他のコイルユニットとの間の位置ずれの影響を受けに
くいという効果を奏する。
【００３３】
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　遮蔽板４０は、例えばアルミニウム等の金属からなり、当該コイルユニット１００に電
力が供給された際に、該コイルユニット１００の周囲に発生する磁界を遮蔽する。
【００３４】
　ここで、当該コイルユニット１００が、送電側及び受電側各々に用いられる場合、送電
側のコイルユニット１００と、受電側のコイルユニット１００とは、図２に示すように、
互いに対向して配置される。
【００３５】
　図２に示すように、送電側のコイルユニット１００の支持部材３０は、コア２０の受電
側のコイルユニット１００に対向する面とは反対側の面側に配置されている。同様に、受
電側のコイルユニット１００の支持部材３０は、コア２０の送電側のコイルユニット１０
０に対向する面とは反対側の面側に配置されている。
【００３６】
　このように、金属を含んでなる支持部材３０をコア２０の一方の面側のみに配置するこ
とにより、図３に示すように、送電側のコイルユニット１００に電力が供給されることに
より発生する磁束のうち、受電側のコイルユニット１００には、支持部材３０の影響はほ
とんど或いは全く及ばない。
【００３７】
　実施例に係るコイルユニット１００の効果を検証するために、本願発明者は、金属製の
支持部材を有しないコイルユニット（図４（ａ）参照）、実施例に係るコイルユニット１
００（図４（ｂ）参照）、及び、コアの他のコイルユニットと対向する側に金属製の支持
部材が配置されているコイルユニット（図４（ｃ）参照）各々について、シミュレーショ
ンによりＱ値と結合係数とを演算した。
【００３８】
　尚、コイルユニットは、４０ｃｍ角の角型コイルであり、送電側のコイルユニット及び
受電側のコイルユニット間のギャップは、５０ｍｍであるとする。
【００３９】
　図４下段に示すように、実施例に係るコイルユニット１００のＱ値及び結合係数各々は
、「１８２」、「０．４０」である。金属製の支持部材を有しないコイルユニット（図４
（ａ）参照）のＱ値及び結合係数各々は、「１９５」、「０．４０」である。
【００４０】
　このように、実施例に係るコイルユニット１００は、金属製の支持部材を有しないコイ
ルユニットに比べてＱ値が多少劣るものの、結合係数は同等である。つまり、支持部材３
０に起因して、コイルユニット１００の電力伝送効率が大幅に低下することはないといえ
る。
【００４１】
　これに対して、図４（ｃ）に示すコイルユニットのＱ値及び結合係数各々は、「９４」
、「０．２０」であり、電力伝送効率が大幅に低下していることがわかる。
【００４２】
　ところで、実施例に係るコイルユニット１００が製品として製造される際には、図５に
示すように、樹脂等により形成されたケース５０内に、コイル１０、コア２０及び支持部
材３０が格納される。また、支持部材３０は、遮蔽板４０に接続される。
【００４３】
　他方、金属製の支持部材を有しないコイルユニット２００（図６参照）では、フェライ
トコアを支持するために樹脂製のボビンケースが用いられることが多い。このようなボビ
ンケースが用いられる場合、コイルユニットを備える装置の動作時にフェライトコアに発
生する熱を効率的に放出することが困難である。
【００４４】
　しかるに実施例に係るコイルユニット１００では、上述の如く、支持部材３０が金属を
含んで構成されている。このため、コイルユニット１００を備える装置の動作時にコア２
０に発生する熱を効率的に放出することができる。
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【００４５】
　本発明は、上述した実施形態に限られるものではなく、特許請求の範囲及び明細書全体
から読み取れる発明の要旨或いは思想に反しない範囲で適宜変更可能であり、そのような
変更を伴うコイルユニットもまた本発明の技術的範囲に含まれるものである。
【符号の説明】
【００４６】
　１０…コイル、２０…コア、３０…支持部材、４０…遮蔽板、５０…ケース、１００…
コイルユニット

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】
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